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タ
イ
の
リ
ー
ス
事
情
に

つ
い
て 

 

２
０
１
３
年
の
タ
イ
経

済
は
、
バ
ー
ツ
高
な
ど
を
背

景
に
経
済
成
長
は
減
速
、
依

然
と
し
て
労
働
コ
ス
ト
の

上
昇
と
人
材
不
足
が
深
刻

化
、
今
年
に
入
っ
て
も
政
治

的
混
乱
が
続
き
5
月
20
日

に
国
軍
に
よ
る
戒
厳
令
が

発
令
さ
れ
る
に
至
り
、
早
期 

の
事
態
収
拾
が
待
た
れ
る 

                        

情
勢
で
す
。 

 

タ
イ
投
資
委
員
会
（
Ｂ
Ｏ

Ｉ
）
に
よ
る
と
、
２
０
１
３

年
の
外
国
直
接
投
資
は
件

数
・
金
額
と
も
前
年
に
比
べ

減
少
し
た
も
の
の
高
水
準

を
維
持
、
日
本
企
業
が
約
２

９
０
５
億
バ
ー
ツ
（
約
９
１

４
９
億
円
）
を
投
資
し
て
お

り
、
全
体
の
約
６
割
を
占
め

最
大
の
投
資
国
と
な
っ
て

い
ま
す
。
ま
た
、
包
装
機
械

の
日
本
か
ら
の
輸
出
高
も

３
７
億
円
に
上
り
全
輸
出

高
の
９
．
２
％
を
占
め
る
ま

で
に
拡
大
し
て
い
ま
す
。 

 

２
０
１
３
年
１
月
か
ら

は
法
定
最
低
賃
金
が
全
国

一
律
で
１
日
３
０
０
バ
ー

ツ
と
な
り
、
地
場
中
小
企
業

の
コ
ス
ト
上
昇
な
ど
の
影

響
が
懸
念
さ
れ
ま
す
が
、
日

系
企
業
に
と
っ
て
は
、
３
０

０
バ
ー
ツ
は
約
９
６
０
円

で
あ
り
、
日
本
に
お
け
る
人

件
費
と
の
格
差
は
依
然
と

し
て
大
き
な
も
の
と
な
っ

て
い
ま
す
。 

【
タ
イ
の
リ
ー
ス
取
扱
】 

タ
イ
の
会
計
基
準
で
は
、

リ
ー
ス
は
次
の
２
種
類
が

定
義
さ
れ
て
い
ま
す
。 

① 

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
リ
ー
ス 

物
件
の
所
有
権
に
関
す

る
ほ
と
ん
ど
全
て
の
リ

ス
ク
と
リ
タ
ー
ン
が
借

手
に
移
転
さ
れ
る
リ
ー

ス
取
引
で
、
所
有
権
移

転
リ
ー
ス
や
割
安
購
入

選
択
権
付
リ
ー
ス
が
一

般
的
で
す
。
貸
借
対
照

表
に
は
資
産
と
負
債
の

計
上
を
要
し
減
価
償
却

費
と
金
融
費
用
を
費
用

化
し
ま
す
。 

② 

オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
リ

ー
ス 

フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
リ
ー
ス

に
該
当
し
な
い
リ
ー
ス

取
引
で
、
貸
借
対
照
表

に
計
上
す
る
こ
と
な
く
、

リ
ー
ス
料
の
支
払
い
の

都
度
、
費
用
化
し
ま
す
。 

税
務
上
は
、
日
本
の
よ
う

に
詳
細
な
耐
用
年
数
を
定

め
た
規
則
は
な
く
、
機
械
設

備
は
5
年
、
建
物
は
20
年

等
に
定
め
ら
れ
、
最
短
リ
ー

ス
期
間
や
リ
ー
ス
バ
ッ
ク

取
引
の
制
約
な
ど
も
な
く
、

借
手
に
お
い
て
は
①
②
と

も
支
払
リ
ー
ス
料
が
損
金

処
理
で
き
ま
す
。 

【
国
内
契
約
の
お
勧
め
】 

タ
イ
に
お
け
る
リ
ー
ス

は
税
務
上
の
自
由
度
が
高

い
反
面
、
タ
イ
の
政
策
金
利

は
現
在
２
％
で
あ
り
、
ゼ
ロ

金
利
政
策
を
取
る
日
本
と

比
べ
る
と
、
リ
ー
ス
に
お
け

る
金
利
差
も
お
よ
そ
２
％

以
上
の
差
が
あ
り
ま
す
。 
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５
０
０
０
万
円
の
機
械

設
備
を
5
年
リ
ー
ス
と
し

た
場
合
、
リ
ー
ス
料
総
額
で

お
よ
そ
２
５
０
万
円
以
上

の
差
が
発
生
し
ま
す
の
で
、

日
本
企
業
の
タ
イ
現
地
法

人
で
設
備
投
資
さ
れ
る
場

合
は
、
日
本
国
内
の
長
期
固

定
の
低
金
利
を
利
用
し
た

「
国
内
契
約
タ
イ
国
設
置

ス
キ
ー
ム
」
を
お
勧
め
し
ま

す
。 


